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地方公共団体の職員数の推移（各年４月１日現在） 

○ 総職員数は、２７３万８，３３７人で、平成６年をピークとして平成７年から２１年連続して減少。                                               
                         〔対平成６年比で約▲５４万人（▲１７％）〕 

地方公共団体の職員数の推移（平成6年～平成27年） 

注）　平成13年の減少数については、調査区分の変更により、一般行政部門から公営企業等会計部門に23,147人が移動しているためで

　　あり、その影響分を除いた場合の一般行政部門の増減数は、▲14,799人（▲1.3％）となる。

（単位：千人） 

地方公共団体の総職員数の推移（平成６年～平成２７年） 
（単位：人、％）

対前年 対前年 対前年 対前年

増減数 増減率 増減数 増減率

6 3,282,492 11,693 0.4 1,174,514 7,172 0.6

7 3,278,332 ▲ 4,160 ▲ 0.1 1,174,838 324 0.0

8 3,274,481 ▲ 3,851 ▲ 0.1 1,174,547 ▲ 291 ▲ 0.0

9 3,267,118 ▲ 7,363 ▲ 0.2 1,171,694 ▲ 2,853 ▲ 0.2

10 3,249,494 ▲ 17,624 ▲ 0.5 1,165,968 ▲ 5,726 ▲ 0.5

11 3,232,158 ▲ 17,336 ▲ 0.5 1,161,430 ▲ 4,538 ▲ 0.4

12 3,204,297 ▲ 27,861 ▲ 0.9 1,151,533 ▲ 9,897 ▲ 0.9

13 3,171,532 ▲ 32,765 ▲ 1.0 1,113,587 ▲ 37,946 ▲ 3.3

14 3,144,323 ▲ 27,209 ▲ 0.9 1,100,039 ▲ 13,548 ▲ 1.2

15 3,117,004 ▲ 27,319 ▲ 0.9 1,085,585 ▲ 14,454 ▲ 1.3

16 3,083,597 ▲ 33,407 ▲ 1.1 1,069,151 ▲ 16,434 ▲ 1.5

17 3,042,122 ▲ 41,475 ▲ 1.3 1,048,860 ▲ 20,291 ▲ 1.9

18 2,998,402 ▲ 43,720 ▲ 1.4 1,027,128 ▲ 21,732 ▲ 2.1

19 2,951,296 ▲ 47,106 ▲ 1.6 1,003,432 ▲ 23,696 ▲ 2.3

20 2,899,378 ▲ 51,918 ▲ 1.8 976,014 ▲ 27,418 ▲ 2.7

21 2,855,106 ▲ 44,272 ▲ 1.5 954,775 ▲ 21,239 ▲ 2.2

22 2,813,875 ▲ 41,231 ▲ 1.4 936,951 ▲ 17,824 ▲ 1.9

23 2,788,989 ▲ 24,886 ▲ 0.9 926,249 ▲ 10,702 ▲ 1.1

24 2,768,913 ▲ 20,076 ▲ 0.7 915,869 ▲ 10,380 ▲ 1.1

25 2,752,484 ▲ 16,429 ▲ 0.6 909,340 ▲ 6,529 ▲ 0.7

26 2,743,654 ▲ 8,830 ▲ 0.3 908,570 ▲ 770 ▲ 0.1

27 2,738,337 ▲ 5,317 ▲ 0.2 909,362 792 0.1

27-6 － ▲ 544,155 ▲ 16.6 － ▲ 265,152 ▲ 22.6

年

総数 一般行政部門

職員数 職員数

注）

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

（単位：千人） 

年 
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平成６年からの部門別職員数の推移（平成６年を１００とした場合の指数） 

○ 総職員数が減少し、特に一般行政部門が対平成６年比で▲２３％と減少している中、   
  防災は約２．９倍、児童相談所等は約１．７倍、福祉事務所は約１．５倍に増員。 

※平成１３年度に生じている一般行政部門と公営企業等会計部門の変動は、調査区分の変更によるもの。 

地方公共団体の部門別職員数の推移（平成6年～平成27年） 

 警 察 官  （１１５．３） 
 消防吏員  （１１０．５） 

特別支援学校（１２７．２） 
義 務 教 育 （  ８１．８） 
給食センター（  ３３．７） 

防  災   （２８６．０） 
児童相談所等（１６８．３） 
福祉事務所 （１５３．１） 
総務一般   （ ８３．３） 
企画開発    （ ７７．９） 
清  掃   （  ５３．９） 

（年） 
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 （１１２．５） 

＊ 消 防 
 （１０９．７） 

○ 公営企業 
 （８４．０） 

◆ 総職員 
 （８３．４） 

▲ 教 育 
 （８０．０） 

● 一般行政 
 （７７．４） 
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定員管理の参考指標の役割 

人口や地勢条件 

法令に基づく権能、権限等 

地域住民の行政に対する要望や団体の施策の選択  

行政需要は多様であるため、各団体の職
員数を画一的に定めることは困難 

地方公共団体の定員配置は行政需要によって決定される 

地域の経済状況や、団体の財政状況等の社会経済条件 

   類似する地方公共団体間の職員数の状況を、客観的に比較することが可能な統計的指標 

     → 「あるべき水準」を示すものではない。 

定員管理の参考指標 

（住民説明） 

・各団体の定員管理の状況をわかりやすく   
 説明できる 

（行政内部の検討資料） 

・部門ごとの比較や全体での比較などマクロ・ 
  ミクロでの検討が可能 

参考指標の役割 
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定員モデル（S58～H16、H22～H24） 定員回帰指標（H20～H24） 類似団体別職員数（S57～）

一般行政部門 普通会計部門、一般行政部門(一般
市区町村を除く。）

普通会計部門、一般行政部門

大部門  － 大部門～小部門

多重回帰分析 多重回帰分析 加重平均

人口のほか30～40程度 人口、面積 ＊一部の権能差 人口

一部事務組合等の職員数を加算

(共同処理業務を反映)

道府県 道府県 道府県（人口10万人あたり職員数）

指定都市、中核市 指定都市､中核市､特例市､特別区 指定都市､中核市､特例市､特別区

市（４）、町村（５） 一般市（４）、町村（５） 一般市（４）、町村（５）

その他 － 合併・非合併の別(一般市・町村) 産業構造別（一般市・町村）

・大部門別の比較分析が可能 ・簡素な指標 ・簡素な指標

・指標の意味をつかみやすい ・指標の意味をつかみやすい

・権能をそろえた全体比較が可能 ・小部門別の比較が可能

・人口当たり職員数の逓減傾向を
　反映

(職員０の小部門≒業務のない小
部門を除外した修正値あり）

・複雑な指標 ・総数比較のみ

・指標内容の説明が難しい
・説明変数の選択により複数の方
　程式が作成可能。（１つの式に
　確定しにくい）

・一部事務組合等を考慮せず

・加重平均のため、各区分両端に
位置する団体のブレが大きい

デメリット

メリット

(人口区分数)

試算値の内容

・実職員数の説明度合が高い
（乖離小）

加重平均の職員数

区    分

部門別有無

手　　　法

説明要素

職員の範囲
構
　
　
　
　
　
成

対象部門

当該団体のみ

部門ごとの行政需要を表す統計数
値（事業所数、生活保護受給世帯
数 等）による試算職員数

当該団体のみ

人口と面積による試算職員数(平均
職員数)

団体区分

（権能・業務）

各 参 考 指 標 の 比 較 

（詳細に多角的な分析が可能） （簡素でわかりやすい） 

行政内部検討用 住民説明用 
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合成 

定員モデル・・・職員数に最も相関関係のある行政需要を表す統計数値を基に、それぞれ 
           の自治体における平均的な職員数を求めようとするもの。 

【民生部門定員モデルのイメージ】 

（0～4歳の人口）（民生部門試算職員数）

   Ｙ ＝ 0.02070 X1 + 0.000006406 X2 + 242.6
　   　　（生活保護費）

試算式・・・多次元の空間に配置された点と、最も距離が短く 
       なる線（面）を描いた場合の算式。 

⇓ 
団体区分における平均を表した算式 

(補正 R2 0.850)

定員モデルについて 
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①  「定員モデル」とは、住民基本台帳人口や世帯数、面積など行政需要と密接に関係すると考えられるデータ（説明
変数）と職員数との相関関係を多重回帰分析により算出したものである。 

 

     例 ： 【道府県の税務部門の職員の定員モデル試算値】 
     Ｙ      ＝ １３．２１ 
     ＋ １．８７６×事業所数（千事業所） 
                     ＋ ０.０７０７６ ×自動車登録台数（千台） 

               ＋ ０.００６８４４ ×可住地面積（ｋ㎡） 

② モデルについては、国の法令等により定員の配置基準等が定められている職員が大半を占める教育、警察、消防
及び公営企業等会計部門は除外し、一般行政部門を対象としている。 

実際の職員数（一般行政部門）  モデル職員数（一般行政部門）  

□□部門 ○人 

 

△△部門 ○人 

a＋b・Ｘ10＋c・Ｘ11＋…… 

議会・総務部門 67人 

α＋β・Ｘ1＋γ・Ｘ2＋…… 

□□部門 ○人 

△△部門 ○人 

議会・総務部門 70人 

全体  

○○人 

全体 

○○人 
比較 

＝部門ごとの試算値の総和 

部門ごとの比較 

定員モデルによる比較 
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定員モデル等参考指標の活用事例 

北海道岩見沢市 愛媛県今治市 

（岩見沢市職員定員管理計画より抜粋） （今治市定員適正化計画（第３次）より抜粋） 

○ 部門別職員数の推移と類団及び定員モデル試算職員数
を比較の他、道内の類似団体や市との比較や、定員回帰指
標による比較で職員数を分析。 

○ 人口減を念頭に、平成２５年度から平成３４年度まで１６６
人減の定員管理計画を作成。 

○ 愛媛県内各市職員数の状況や類似団体との比較により現
状の職員数を分析している他、定員モデルの「Ｒ²重視型」「説
明変数重視型」を使い職員数を試算。 

○ 試算と比較し、超過傾向を認識した上で、平成２６年度か
ら平成３１年度まで１００人減の定員適正化計画を作成。 
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定員回帰指標・・・人口と面積を用いて、各団体の職員数との相関関係を回帰分析により 
             算出したもの 。 

【イメージ：特例市における人口、面積と職員数の相関】 
（一般行政部門職員数） （住基人口(千人)） 　　　  （面積(㎢)）

Y = 4.1 X1 + 0.60 X2 - 25

試算式・・・３次元の空間に配置された団体の職員数  
        の点と、最も距離が短くなる線（面）を描い 
                    た場合の算式。 

⇓ 
団体区分における平均を表した算式 

〔メリット〕 
・ 人口と面積で試算職員数を算出するため、行政効率の面 
 から説明がしやすい。 
〔デメリット〕 
・ 人口と面積以外の要素が特別に勘案される指標ではな 
 い。（全国の同じような条件を有する団体を含めて分析し 
 ている指標なので、全て欠落している訳ではない。） 
・ 教育、警察部門の職員数の影響により、個々の行革努力 
   は反映されにくい。 
⇒ 概括的・総括的な説明の際に使用。（全国の団 
      体との差が生じる理由を押さえる必要がある）  

補正Ｒ２＝0.837 

（面積） 

（住民基本台帳人口） 

（職員数） 

定員回帰指標について 
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実際の職員数（普通会計部門） 
 =○市職員数 + 一部事務組合等の○市相当職員数 

試算職員数（普通会計部門） 
    =  ａX1（人口） + ｂＸ2 (面積） +ｃ(一定値) 

       ※a,b,cは団体区分等ごとに設定 

       ※X1､Ｘ2 は○市の人口､面積を代入 

 

○市職員数 
 

 一部事務組合等 
の職員数 
(××人) 

 
○市全体の 
試算職員数 

 

（一部事務組合分） 

 比較 

××人 

××人 

○市相当職員 

××人 

××人 

※ 一部事務組合等の職員数を市区町村の職員数に加算することにより、○市全体の職員数が比較対象（道府県では影響が小さいため簡素化） 

※ 一部事務組合等の職員数のうち「○市相当分」は、人件費分担割合等をベースに当該一部事務組合等の職員数を分割した数 

※ なお、道府県の権能差である指定都市の有無は試算式c（一定値）において反映 

 

   

※市区町村のみ 

（他市区町村分） 

※市区町村のみ 

①「定員回帰指標」とは、人口と面積を用いて、各団体の職員数との相関関係を多重回帰分析により算出したものであ
る。 
 

②各団体の全体の職員数の比較を行う観点から、普通会計及び一般行政部門の職員数の総数を試算するものであり、
試算された職員数には一部事務組合の当該団体相当職員数分も含む。 

定員回帰指標による比較 
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概要 
[対象]すべての市区町村（普通会計職員） 
 

[手法] ○市区町村の権能に応じて、指定都市、中核市、特例市、一般市、特別区、町村に区分。 
      ○一般市と町村については、人口と産業構造（産業別就業人口の構成比）の２つの要素を基   
               準としていくつかのグループに分ける。 
      ○グループごとに人口１万人当たりの職員数を加重平均により算出、指数化。 
【分析】  各市区町村は、自らの団体の属する類型の指数に当該団体の人口を乗じて、普通会計職員

について類似団体部別職員数を算出し、現職員数と比較分析を行う。 
 
例）グループ区分方法（一般市） 
人口と産業構造に応じて区分する（人口を５万人ごとに４区分、産業構造４区分） 
→区分はⅠ－３からⅣ－０の１６類型となる。 
 

類似団体別職員数について 

産業構造  
人 口 

Ⅱ次,Ⅲ次95%以上 Ⅱ次,Ⅲ次95%未満 

Ⅲ次65％以上 Ⅲ次65％未満 Ⅲ次55％以上 Ⅲ次55％未満 

以上     未満           

～ 50,000   Ⅰ－３ Ⅰ－２ Ⅰ－１ Ⅰ－０ 

50,000 ～ 100,000   Ⅱ－３ Ⅱ－２ Ⅱ－１ Ⅱ－０ 

100,000 ～ 150,000   Ⅲ－３ Ⅲ－２ Ⅲ－１ Ⅲ－０ 

150,000 ～     Ⅳ－３ Ⅳ－２ Ⅳ－１ Ⅳ－０ 
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①「類似団体別職員数」とは、人口規模と産業構造を基準に団体を分類した後、団体の人口及び職員数を用いて、各分
類ごとの人口１万人当たりの職員数を加重平均により算出し、指数化したものである。 
 

②他の市区町村との比較を行う観点から、実施している事業にばらつきがある公営企業等会計部門は除外し、普通会
計職員数を対象としている。 

＜例＞ ２０万人市の職員数類団比較 （＊Ⅳ－３類型と仮定し、単純値を使用）  

実際の職員数（普通会計部門）  類似団体平均職員数（普通会計部門）  

□□部門 ○人 

（□. □□×20万人/10,000） 

△△部門 ○人 

（△.△△×20万人/10,000） 

税務部門 67人 

（3.37×20万人/10,000） 

□□部門 ○人 

△△部門 ○人 

税務部門 70人 

全体  

1,269人 
全体 

○○人 比較 

＝類団指数 × 人口／10,000 

（63.47×20万人/10,000） 

類型別団体ごとに、人口1万人当たり職員数の平均について、単純値と修正値を算出している。 
 ※単純値･･･中・小部門に職員を配置していない団体を考慮せず、中部門以上の部門ごとに人口１人あたりの職員数の平均値を算出したもの 
 ※修正値･･･中・小部門に職員を配置している団体のみを対象とし、小部門ごとに人口1万人あたりの職員数の平均値を算出したもの 

部門ごとの比較 

類似団体別職員数による比較 
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地方公共団体定員管理研究会の推移 

昭和56年度

昭和57年度

平成16年度

平成17年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成25年度

平成27年度

（平成２２年度）
・部門ごとの分析が可能であるため、団体より再開の
要望。
・様々な観点から分析できるよう、複数の参考指標を
提供することが望ましいと判断し、道府県に対し提供を
再開。

（平成２３年度）
・指定都市、中核市、特例市に対し、提供を再開。

（平成２３年度）
・指定都市、中核市、特例市に対し、一般行政部門を
対象とした指標を提供。

平成24年度

・計算式が複雑で、住民への説明
が困難という団体からの意見。
・人口や面積という客観的な指標で
簡素に説明すべきという地方分権
推進委員会からの意見。

平成23年度

（平成２２年度）
・道府県に対し「人口10万人当たり職員数」として情報
提供。

（平成２０年度～）
・簡素で分かりやすく、住民説明にも適する指標として
提供。

（平成２２年度）
・道府県に対し、一般行政部門を対象とした指標を提
供。

（平成２４年度）
・一般市、町村について提供を再開。

（平成２４年度）
・一般市、町村に対し、一般行政部門を対象とした指
標を提供。

昭和58年度

（昭和５８年度～）
・地方公共団体間で多角的に相互比較し、目標値を設
定する趣旨で提供開始。

＜総務省：昭和５７年度～＞
・類似団体と部門別に比較を行うため提供開始。
・人口区分や産業構造により類型化し比較するため対
外的な説明がしやすく、団体での活用も図られている
ため継続して提供中。
（研究会：平成１７年度）
・類似団体別職員数のグループ区分について検討し、
大括り化・簡素化するよう提言。

定員回帰指標休

止

～
～

類似団体別職員数

平成２８年度 定員管理研究会

定員モデル

定員管理研究会設置

～ 休

止
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第９次定員モデルの作成・改定について 

 
○ 各団体の自主的な定員管理の参考として活用することを前提としていることから、試算に当

たっては修正等は行わないこととした。 
○ 加えて、対外的に説明しやすいものとなるよう、各部門の行政需要を的確に表す説明変数

を組み合わせた試算式も算出し、複数のモデル試算式を提供することとした（平成23年度～）。 
○ 第９次定員モデルは第８次定員モデルまでと同様、最も相関関係のある行政需要に関連す

る説明変数（人口、世帯数、面積等）を「多重回帰分析」の手法によって試算。 

第９次定員モデルのポイント 

 
○ 第８次までの定員モデルでは、単に標準的職員数を目標とするのではなく、もっと上位の団

体の水準に目標を定める必要があるとの考えから、適正な定員管理が進んでいると思われる

団体の平均を目途に算定水準を調整。 
○ 定員モデルの特徴を踏まえ、Ｒ２が最大となる説明変数を組み合わせたモデル試算式のみ

を提供。 

第８次モデルまで 
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＜定員モデルの試算イメージ＞

モ デ ル ①標準偏差

超 過 の2/3

下方修正

全体の長方形

（現 行 の 職 員 数）

内が

モデル

試算値

②現行の7/10を所与算入 （3/10）

(下方修正の効果)

第８次モデルまでは、平均的水準から踏み出した指標として提供。 
   
    （ｃｆ）類団：単純平均 

・一定の目標性を加味する 
・類団（市町村）との差別化を考慮 観点 

 定員モデル：回帰直線に対して一定の修正 

　　　

人口等　（説明変数） （Ｘ）

標準偏差

標準偏差

回帰直線

修正後の

回帰直線
（
被
説
明
変
数
）

職
員
数

（Ｙ）

〈１次修正後の２次修正〉 〈１次修正〉 

標準偏差の
2/3 

第９次定員モデルの特徴① 

＜参考・８次モデルまでの修正方法＞ 
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《その１》 
  R２が最大となる説明変数を組み合わせたモデル試算式 
 
 
 説明変数の組合せ方により複数の試算式の作成が可能である。 
 住民説明に使用するにあたっては、各部門の行政需要を的確に表す説明変数を組み合

わせた試算式の方がより理解しやすい。 
 
 
 
《その２》 
  各部門の業務や行政需要をより的確に表す説明変数を組み合わせたモデル試算式 
 
 

第９次定員モデルの特徴② 複数のモデル試算式の提供（平成23年度～） 

 平成２３年度の定員管理研究会において、定員モデルの特徴を踏まえ、これまでR２が最大となる 
説明変数を組み合わせたモデル試算式のみ提供してきたが、対外的に説明しやすいものとなるよう、
新たな試みとして複数のモデル試算式を提供することとした。 
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≪説明変数候補の選定理由≫

○当初組み合わせパターン B 住民基本台帳世帯数

標準財政規模

3.65

B 住民基本台帳世帯数

12.55

ｔ値

3.06

D

F

0.97

説明変数

E

-0.11

B

C

G

H

人口の自然増

第３次産業就業者数

住民基本台帳世帯数

第２次産業就業者数

人口の社会増

第１次産業就業者数

Ｂ
住民基本台帳人口

R
2説明変数

Ｋ

F

G

Ｈ

事業所数

L

Ｃ

Ｄ

K

H 外国人人口

0.655
外国人人口

-1.58

2.78

-2.35

M

事業所税等に関連する指標なので採用した。

-3.40
R

2

L

軽自動車数

J

2.04

I 総面積 -0.31

業務量に直接関係するので採用した。O

可住地面積

固定資産税納税義務者数

事業所数

軽自動車数

M

N

O

9.08
-1.78
1.77
0.18

標準財政規模

市民税納税義務者数

K

M

N

説明変数候補

Ｅ

A

人口の社会増

人口の自然増

Ｉ

Ｊ

外国人人口

窓口業務量等に直接関連すると考えられることから採用した。

戸籍関連業務や窓口業務量等に直接関連すると考えられることから採用した。

産業区分ごとの予算編成や政策決定数、長期計画策定作業等に影響を与えると考えられることから
採用した。

住民基本台帳世帯数

第１次産業就業者数

第２次産業就業者数

第３次産業就業者数

説明変数として採用した理由

K 標準財政規模

住民基本台帳との統合を控え、住民基本台帳人口と同じ観点から採用した。

説明変数 R
2

財政規模の大小は、支出件数や議会承認件数に関連すると考えられることから採用した。

1.98

総面積

可住地面積

標準財政規模

0.589

市民税納税義務者数

固定資産税納税義務者数

N

人口増減による職員配置への影響の面から分析するため採用した。

業務量に直接関係するので採用した。

支所の設置や業務効率、職員配置に影響を与える要素であるため採用した。

支所の設置や業務効率、職員配置に影響を与える要素であるため採用した。

0.608

-0.88

ｔ値

事業所数

固定資産税納税義務者数

町村（Ⅴ類）の定員モデル試算例（総務・税務） 

      Ｒ²重視 

     説明変数重視 

①ｔ値が負となり、負の相関を示す変数を削除 
②ｔ値が小さく、有意度の低い変数を削除（ｔ値<1） 
※①、②を繰り返し最良の組合せパターンを選択 

Ｒ²とｔ値は考慮せず、負の相関を示す変数のみを削除
して、可能な限り説明変数を残したもの 

多重共線性のある説明変数を削除 
（人口・世帯数） 
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参考指標に関する主な意見 
（定員モデル等参考指標の活用状況調査より（平成28年2月）） 

○今後の定員管理計画を作成する際、モデル作成の年度しか試算できず、次年度以降の定員管理の参考にしにくい。 
○試算職員数よりも実職員数のほうが少ないため、定員管理の指標として使いづらい。 
○直営や委託等も考慮に入れることができれば、詳細な検証が可能になり、対外的にも説明しやすい。 
○算定方法が複雑で担当者が理解しづらい。 
○現在の職員構成の分析に参考となっている。 

 
【定員回帰指標】 
○人口と面積だけの比較であるため、その他の地域特性や団体事情が反映されない。 
○総職員数および一般行政部門の比較しかできないため活用しにくい。 
 
【類似団体別職員数】 
○人口だけの比較であるため、その他の地域特性や団体事情が反映されず、使いづらい。 
○自治体の面積が反映されるとより活用しやすい。 

定員モデル 

定員回帰指標、類似団体別職員数 

 
○地域特性や団体の個別事情（政策的に体制強化している部門の有無）等が反映されない。 
○職員数が業務効率化の指標となっているため、業務に着目した指標があれば役に立つ。 
○民間委託や臨時・非常勤職員が業務の担い手になっている場合が反映されず、実情を反映しているとは考えられない。 
○合併で広面積となった自治体によっては、支所の設置も考えられ都市部の団体とは単純に比較は難しい。 

共通 
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団体数 割合 団体数 割合

10年以上 3 9.7% 2 13.3%

6～9年 2 6.5% 1 6.7%

5年 10 32.3% 3 20.0%

4年 11 35.5% 5 33.3%

3年 4 12.9% 4 26.7%

2年以下 1 3.2% 0 0.0%

合計 31 100.0% 15 100.0%

※策定済み及び策定予定団体における計画期間年数の設定状況（H27年4月現在）
※北九州市については、計画を策定しているが、期間の定めがないため、計上していない。

都道府県 指定都市
計画期間

定員管理計画の策定期間の状況
（都道府県・指定都市）
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（単位：人、％）
（参考）

試算職員数 実職員数 差引 乖離率 試算職員数 実職員数 差引 乖離率 試算職員数 実職員数 試算職員数 実職員数 H27実職員数/
H22試算職員数

a b c d e

39,226 39,229 3 0.0 39,383 38,525 ▲ 858 ▲2.2 157 ▲ 704 0.4 ▲ 1.8 ▲ 1.8

被災３県除き 36,731 36,867 136 0.4 36,893 35,794 ▲ 1,099 ▲3.0 162 ▲ 1,073 0.4 ▲ 2.9 ▲ 2.6

14,082 14,084 2 0.0 13,600 13,079 ▲ 521 ▲3.8 ▲ 482 ▲ 1,005 ▲ 3.4 ▲ 7.1 ▲ 7.1

被災３県除き 13,292 13,363 71 0.5 12,866 12,362 ▲ 504 ▲3.9 ▲ 426 ▲ 1,001 ▲ 3.2 ▲ 7.5 ▲ 7.0

22,123 22,113 ▲ 10 0.0 21,891 21,449 ▲ 442 ▲2.0 ▲ 232 ▲ 664 ▲ 1.0 ▲ 3.0 ▲ 3.0

被災３県除き 20,795 20,660 ▲ 135 ▲0.6 20,606 20,134 ▲ 472 ▲2.3 ▲ 189 ▲ 526 ▲ 0.9 ▲ 2.5 ▲ 3.2

31,126 31,130 4 0.0 30,982 29,966 ▲ 1,016 ▲3.3 ▲ 144 ▲ 1,164 ▲ 0.5 ▲ 3.7 ▲ 3.7

被災３県除き 29,292 29,387 95 0.3 29,221 28,091 ▲ 1,130 ▲3.9 ▲ 71 ▲ 1,296 ▲ 0.2 ▲ 4.4 ▲ 4.1

16,391 16,389 ▲ 2 0.0 18,660 16,013 ▲ 2,647 ▲14.2 2,269 ▲ 376 13.8 ▲ 2.3 ▲ 2.3

被災３県除き 15,398 15,296 ▲ 102 ▲0.7 17,561 14,913 ▲ 2,648 ▲15.1 2,163 ▲ 383 14.0 ▲ 2.5 ▲ 3.1

38,567 38,563 ▲ 4 0.0 36,060 35,970 ▲ 90 ▲0.2 ▲ 2,507 ▲ 2,593 ▲ 6.5 ▲ 6.7 ▲ 6.7

被災３県除き 35,381 35,551 170 0.5 33,223 33,003 ▲ 220 ▲0.7 ▲ 2,158 ▲ 2,548 ▲ 6.1 ▲ 7.2 ▲ 6.7

9,155 9,158 3 0.0 9,121 8,632 ▲ 489 ▲5.4 ▲ 34 ▲ 526 ▲ 0.4 ▲ 5.7 ▲ 5.7

被災３県除き 8,433 8,452 19 0.2 8,396 7,947 ▲ 449 ▲5.3 ▲ 37 ▲ 505 ▲ 0.4 ▲ 6.0 ▲ 5.8

5,515 5,517 2 0.0 5,331 5,312 ▲ 19 ▲0.4 ▲ 184 ▲ 205 ▲ 3.3 ▲ 3.7 ▲ 3.7

被災３県除き 5,043 5,000 ▲ 43 ▲0.9 4,900 4,683 ▲ 217 ▲4.4 ▲ 143 ▲ 317 ▲ 2.8 ▲ 6.3 ▲ 7.1

40,931 40,928 ▲ 3 0.0 40,035 38,174 ▲ 1,861 ▲4.6 ▲ 896 ▲ 2,754 ▲ 2.2 ▲ 6.7 ▲ 6.7

被災３県除き 38,493 38,461 ▲ 32 ▲0.1 37,315 35,520 ▲ 1,795 ▲4.8 ▲ 1,178 ▲ 2,941 ▲ 3.1 ▲ 7.6 ▲ 7.7

5,638 5,640 2 0.0 5,547 5,440 ▲ 107 ▲1.9 ▲ 91 ▲ 200 ▲ 1.6 ▲ 3.5 ▲ 3.5

被災３県除き 5,295 5,326 31 0.6 5,220 5,031 ▲ 189 ▲3.6 ▲ 75 ▲ 295 ▲ 1.4 ▲ 5.5 ▲ 5.0

222,754 222,751 ▲ 3 0.0 220,610 212,560 ▲ 8,050 ▲3.6 ▲ 2,144 ▲ 10,191 ▲ 1.0 ▲ 4.6 ▲ 4.6

被災３県除き 208,153 208,363 210 0.1 206,201 197,478 ▲ 8,723 ▲4.2 ▲ 1,952 ▲ 10,885 ▲ 0.9 ▲ 5.2 ▲ 5.1

※ 被災３県除き：東日本大震災の被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を除く４３道府県の合計

第９次定員モデル試算職員数・実職員数比較（H２２・２７年度道府県）

衛生
全道府県

H２２

全道府県議会・
総務

増減率（H27/H22）

税務
全道府県

民生
全道府県

H２７ 差引（H27-22）
部　門

商工・
労働

全道府県

農業
全道府県

林業
全道府県

合計
全道府県

水産
全道府県

土木
全道府県

建設
全道府県
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<秋田県仙北
センボク

市の例>
H23定員管理調査数値

保育所部門　52人

実職員数
（民生部門）

モデル
試算値

超過数
＝実数－モデル試算値

101 6.7 ＋ 0.002586 × 65歳以上人口 ＋ 0.000009799 × 生活保護費決算額 ＋ 0.08251 × 保育所在所児数（公営） ＝ 106 ▲ 5
↑ ↑ ↑ 人 人

全て常勤の場合 9,890 人 667,569 千円 816 人

超過率
-4.7%

49 6.7 ＋ 0.002586 × 65歳以上人口 ＋ 0.000009799 × 生活保護費決算額 ＋ 0.08251 × 保育所在所児数（公営） ＝ 39 10
↑ ↑ ↑ 人 人

9,890 人 667,569 千円 0 人

超過率
25.6%

○Ａの場合（実際の職員数）：モデル試算値より実職員数の方が５人少ない

○Ｂの場合（公営保育所を民営化した場合の試算）：実職員数の方がモデル試算値より１０人多くなる

　→　民営化により行革の努力しているにもかかわらず、それが実職員数とモデル試算値との比較結果に現れない事例がある。

モデル試算式　　（一般市Ⅰ類：人口5万人未満）

A. 保育所を
　 全て公営設置で、

B. 保育所を
  全て民営化設置
                     の場合

民間委託の有無による定員モデルと実職員数の試算
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① 今後の定員管理の参考となる要素の考慮。 

 定員管理のあり方は概ね４～１０年のスパンで検討されることが多いため、今後４～１０年に影響しそ

うなフロー情報を反映する必要はないか。 

  ⇒ 部門ごとの、職員数の変動の傾向を加味するなど  

 

第１０次定員モデルの作成・改定にあたっての論点（案） 

② 民間委託等による業務対応への考慮。 

 民間委託等が進んでいる分野では職員数への影響があるため、その状況を反映する必要はないか。 

  ⇒ 例えば、説明変数の選択の仕方など 

       
③ 納得性があり、使いやすい指標となるような考慮。 

 選択された説明変数の妥当性、統計学的な妥当性、分析事例の提示など、納得性や使いやすさなど

を考慮した工夫が必要ではないか。 

  ⇒ 例えば、最近の行政需要にあった説明変数の選択（保育所関連変数等）、試算結果に対する効果的な説明の 

方法の提示など  
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